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平成25年版労働経済の分析（労働経済白書）　骨子
～構造変化の中での雇用・人材と働き方～

第１章　労働経済の推移と特徴
最近の雇用情勢と賃金、勤労者家計の動きを中心に分析
・2012年の有効求人倍率は0.80倍、完全失業率は4.3％となり、雇用情勢は、依然として厳しさが
残るものの、このところ改善の動きがみられる（図 1）。
・一般労働者の現金給与総額の内訳をみると、所定内給与は横ばいであり、特別給与の変動が大
きい（図 2）。2013年の春季労使交渉では、一部、業績が改善している企業で一時金増の動き
などもみられた。

・2012年の勤労者世帯の消費支出は、エコカー補助金制度等の効果により 2年ぶりに増加した。
また2013年 1 月から、雇用環境を中心に消費者の先行きへの期待が高まり消費者心理は持ち直
した（図 3）。

第２章　日本経済と就業構造の変化
経済成長と構造変化、製造業の動きを中心に分析
・サービス経済化が進む中、就業構造のサービス化も進んでいる（図 4）。
・2001年度以降、開業率と廃業率は接近している。政府全体として経済成長に向けた取組を行
い、戦略分野等における新事業の創出により開業率を高め、雇用の創出に結びつけることが必
要である。

・製造業は輸出によって製造業のみならず非製造業の雇用を幅広く生み出す等、雇用面でも役割
は大きい（図 5）。今後は新産業分野への参入等を通じた付加価値の創出や、人材の育成等を
通じた競争力の確保が重要である（図 6）。

・全産業については、サービス業等の生産性の向上とともに、付加価値の高い産業の創出・維持
と失業なき労働移動による産業構造転換を図っていくことが課題である。

第３章　労働市場における人材確保・育成の変化
企業が求める人材と非正規雇用の実態を中心に分析
・若者の就職支援の推進のため、企業は、いかなる人材を求めるのかを一層明確にするべきであ
り、大学は学生の能力の向上を実現し、学生のインターンシップ参加の促進を図っていくべき
である。政府としても中小企業団体、ハローワーク、大学等間の連携強化・情報共有化などを
行う必要がある。

・1985年から2010年の25年間、正規雇用が減少していない一方、労働需要側の人件費コスト節約、
仕事の繁閑への対応等のため、多くの産業で非正規雇用が増加し、非正規雇用労働者比率が上
昇した（図 7）。非正規雇用労働者の多くは有期契約労働者である。雇用者に占める有期契約
労働者の割合は28％であるが、今後、より多くの者の無期雇用への移行が期待される。

・企業にとっては従業員のモチベーション向上や人材の確保・定着を通じた生産性の向上、労働
者にとっては非正規雇用労働者のキャリアアップ、より安定的な雇用といった観点から、「多
様な働き方」の選択肢を整備し、成長を通じた雇用・所得の拡大につなげるべきである。

　日本ではサービス経済化等の進展に伴い、就業構造も変化してきた。経済成長の鈍化、
グローバル化といった環境変化の中で、日本経済が持続的に成長し、雇用と所得の拡大
を実現していくためには、企業と労働者の双方が構造変化に対応することが必要である。
白書では、産業の新陳代謝等を通じた競争力の強化、成長に資する人材の確保・育成な
どとともに、労働者の意欲と能力が発揮され、企業が活性化するための働き方の構築が
必要であるという観点から分析を行った。
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図１　求人倍率及び完全失業率
　　　の推移（季節調整値）

図２　一般労働者の現金給与
　　　総額の内訳の推移

図３　消費者態度指数の推移

0

20

40

60

80

100
（％）

（年）1950 55 60 65 807570 85 90 95 10 1205

卸売業，小売業

サ
ー
ビ
ス
業

運
輸
・
通
信
業

その他

その他の
サービス業

医療，福祉
教育，学習支援業
生活関連サービス業，娯楽業
学術研究，専門・技術
サービス業
宿泊業，飲食サービス業

金融・保険業、
不動産業
運輸業，郵便業
情報通信業

製造業

鉱業、建設業

農林漁業

卸
売
・
小
売
業
、
飲
食
店

2000

（万人）

1995年

2005年

非製造業 非製造業製造業

製造業の輸出 非製造業の輸出

製造業

1995年から2005年
への増加分

0

300

250

200

150

100

50

図４　産業別就業者構成割合の推移 図５　製造業・非製造業の輸出による雇用創出効果
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図６　競争力の源泉 図７　雇用形態別にみた雇用者の推移と雇用者の内訳


